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　2026年度2月議会が閉会し、新年度予算が成立しまし
た。今議会では、浜岡原発の不正問題、リニア中央新幹線
への対応、有機茶栽培支援、文化振興の在り方、二地域居
住の実効性、そして県土強靭化に向けた技術職員の適正
化など、県政に関わる六つの課題について知事に質問し
ました。いずれも静岡の未来を左右する重大テーマであ
り、引き続き丁寧な検証と改善を求めてまいります。
　本年、現在の静岡県は発足150年を迎えます。人口352
万人、県内総生産18.3兆円と全国10位、一人当たり県民所
得は全国4位。先人の努力と地域の力により、静岡は全国
有数の豊かな地域として発展してきました。
　しかし今、人口減少や少子化、地域コミュニティの変
容、産業構造の転換など、社会の大きな変化が県政の在り
方そのものを問い直しています。まさに歴史の節目に立
ち、未来を見据えた政策判断と、県民の安心を守る確かな
行政運営が求められています。

　私は引き続き、現場の声に耳を澄ませ、行政の説明責任
を厳しく問い、必要な改革を着実に進める覚悟です。同時
に、静岡の未来は行政や議会だけでつくるものではあり
ません。地域の課題に気づき、声を上げ、行動してきた県
民一人ひとりの力こそが150年の歴史を支えてきました。
　災害に強い地域を築くこと。豊かな自然と水を守り、次
世代へ引き継ぐこと。文化やスポーツを育み、子どもたち
が誇れる地域をつくること。多様な働き方や暮らし方を
認め合い、誰もが安心して暮らせる社会を実現すること。
そのすべては、県民と行政が「ともに進む」ことで初めて
形になります。
　私自身、これからも現場に足を運び、声を聞き、県政の
課題に真摯に向き合ってまいります。どうか皆さまの身
近な地域の課題や未来への思いをお寄せください。一つ
ひとつの声が、静岡の未来を確かなものにする力になり
ます。

「静岡150年の節目に、未来への責任を果たす」「静岡150年の節目に、未来への責任を果たす」

急な病気やけがで「救急車を呼ぶべきか」
「病院に行くべきか迷う」時に、看護師など
の専門スタッフが電話で助言する窓口です。
夜間・休日でも相談でき、適切な受診先や
対処方法をその場で案内してくれます。

※相談員は、症状の緊急度を判定の上、適切な
医療機関への受診勧奨や119番通報などをそ
の場で助言します。

救急安心電話相談窓口
（♯7119） 今年度は全国的にクマの出没が急増し、

人身事故は過去最多となりました。静岡
県でもツキノワグマの確認が増え、掛川
市・菊川市の市街地での出没など、生息域の拡大が懸念されています。
県では、人身被害の未然防止と、人とクマが適切な距離を保つ共存環
境づくりを進めます。具体的には、2027年3月公表予定の管理計画の策
定、生息域把握のための調査強化、緊急時の銃猟捕獲従事者への支
援、市町の出没防止対策の支援を行います。また、専門人材の育成や、
小中学生への正しい知識の普及など、環境教育にも取り組みます。

ツキノワグマ対策
県内の目撃（出没）件数

　 目撃件数 駆除頭数
2019年度 24件  17頭
2024年度 156件  25頭
2025年度 191件  38頭

TOPIC

　静岡県が進める「フェーズフリー」は、平常時と災害時の
境目をなくし、普段の生活がそのまま備えになるという考
え方です。非常時だけを想定した準備は続きにくい中で、
「防災を特別にしない」点が大きな強みです。

東海地震説から50年を迎える静岡で、
私たちができること日常に防災を

50年の節目を

未来への
一歩に

　静岡県は長年、地震と真剣に向き合ってきました。しか
し、防災は行政だけでは完結しません。「日常の中に防災
を置く」という小さな行動が地域の安全を高めます。50年
の節目の今年、ぜひ一つだけでも新しい防災習慣を始め
てみてください。その一歩が、あなたと大切な人を守る力
になります。

　1976年、石橋克彦氏が「東海地震説」を発表してから50年。1978年には大規模地震対策特別措置法が制定され、静岡県は全
国に先駆けて防災対策を進めてきました。現在は南海トラフ巨大地震への備えが中心となっていますが、“地震とともに生きる
地域”であることは変わりません。だからこそ、特別な準備ではなく、日常の延長でできる防災が重要です。

・散歩や通勤で避難場所
を確認
・坂道や暗い道など、歩く
ことで危険に気づける

家族で歩けば防災教育にも。

2 避難路を“散歩コース”に

無理なく続く備蓄方法です。

・缶詰やレトルトを「買う→
使う→買い足す」で回す
・普段から使うことで賞味
期限切れを防ぎ、災害時
も安心

1 食材の“循環型備蓄”

・家具固定、寝室の安全確
保、ガラス飛散防止

週末に一つずつ進めるだけで
効果大。

3 家の中の“安全化”

・県・市の防災アプリやハ
ザードマップ
・公式SNSのフォロー

情報に慣れておくことが
命を守ります。

4 情報源を“日常的に”確認

木造住宅への支援

• 低コスト工法の活用で耐震改修に踏み出
しやすい環境を整備
• 住宅の部分補強などの減災化メニューを追
加し、住宅全体を耐震化するのではなく、命
を守るための柔軟な選択肢を提供

大規模・沿道建築物への支援 一般建築物より手厚い支援制度を継続し、
地域全体の安全性向上を図ります。

高齢者の住まいの安心
リバースモーゲージ型住宅ローン制度※の普
及を進め、手元資金が少なくても耐震改修
に取り組める環境を整備します。

※リバースモーゲージ型住宅ローン制度
　自宅を担保に高齢者が改修費を借り、返済は死亡後に不動産売却等で行う仕組み。
　手元資金が少なくても、生活費や耐震改修費などを確保しながら、住み続けられる点が特徴。

　静岡県は南海トラフ地震などへの備えを強化するため、耐震化施策を「TOUKAI－
0　　　」として刷新し、減災化を含む総合的な取り組みを進めます。

　近年、全国的に林野火災が頻発・拡大化
しており、本年1月には本県藤枝市岡部町
でも発生した。国は2025年の大船渡市の
大規模火災を受け、消防防災体制の見直
しを進め、林野火災注意報・警報といった
発令指標の活用強化を示した。乾燥や強
風時には火災が急拡大するおそれがあり、
焚火や火気の取り扱いには一層の注意が
求められる。県民の皆様には、最新の注意
報情報の確認と、火災予防への協力をお
願いします。

林野火災への対応について

問い合わせ先　静岡県くらし・環境部建築安全推進課

フェーズフリーという
新しい防災の形

50年の節目を、未来への一歩に

今日からできる“日常防災”のヒント

プロジェクト「TOUKAI－0　　」の始動プロジェクト「TOUKAI－0　　」の始動+プラス+プラス

新年度の住宅・建築物の
耐震化施策

＋プラス



基準地震動の改ざんという原発安全の根幹を揺るが
す事態を踏まえ、①知事の認識、②虚偽を見抜けなかった国の
規制体制の評価と改善策、③浜岡３～５号機の廃炉・撤退を見
据えた県民への姿勢について伺う。

中部電力による基準地震動データ不正は、県民の信頼を損な
う重大な問題であり遺憾。県と周辺市町は再発防止策を国に強く要請
した。廃炉や撤退は、第三者委員会や国による調査結果を踏まえる必
要があり、県としても国の対応を注視しつつ、中部電力に対し適切な報
告を求めていく。

県とJRの協議の前提となる透水係数は山梨側データ
に基づき、静岡側で値が異なれば議論の前提が崩れるが、試験
未実施のまま水資源議論を終了した県判断には慎重さが必要
だ。生物多様性や要対策土処理、条例解釈の転換、補償確認書
の不十分さなど不確実性が多く、県民の不安は残るとして、現
在の判断が適切か知事の見解を求める。

県は専門的知見に基づき、国・JRと協議を重ね、論理構成との
整合性を踏まえて判断してきた。透水係数は山梨側データを基に静岡
側の地質を加味して推計し、想定外時は立ち止まる。藤島処理場の妥
当性や要対策土の減量化も専門部会で確認され、条例解釈も国の見解
に基づき整合的とした。補償確認書も不安払拭に努めたとし、今後も想
定外事象には専門的知見に基づき適切に対応するとして、現時点の判
断は適切と考えている。

透水係数補正の妥当性を誰がいつ検証したのか？
　水問題「終了」は未検証の論点が残るが、今後の把握・評価・
対応の枠組みと責任はどのように行うのか？藤島盛土の条例
解釈は県の権限を空洞化し、適用除外要件が形骸化する懸念
がある。岐阜県瑞浪市の水枯れ事例から補償確認書や国の関
与にも不安がある。水資源確保の根拠とJR東海・国交省・県・
県専門部会委員の4者による説明の必要性を伺う。

山梨側透水係数の補正は、国有識者会議でJRが説明し妥当性
が確認された。今後の水問題はJRが調査し、県と国交省がモニタリング
体制で確認し、必要時は国がJRを指導する。盛土条例の解釈は従来基
準に沿い妥当で、前例化にとらわれず、その都度精査判断する。補償確
認書には国の関与とJRの対応が明文化され、住民不安の払拭に資する
と説明。水資源は全量戻しと専門部会の議論で確保されるとし、住民説
明はまずJRが行い、県は議会や利水団体へ丁寧に説明すると述べた。

海外で抹茶・有機茶需要が拡大する中、有機転換の負
担軽減や支援強化が必要と指摘し、県独自の有機茶ブランド
確立と、生産・輸出を一体化したバリューチェーン構築の重要
性を問う。輸出事業者支援も不可欠として、県が生産・流通・販
売の各面でどのような戦略を取るのか伺う。

県は有機栽培茶を輸出の重点に位置付け、生産から販売ま
で一体で価値を高めるバリューチェーン構築を推進している。生産面
では専門家配置で技術支援を行い、52茶工場を輸出拠点として供給力
を強化。流通・販売面では海外市場情報の提供や展示会出展支援を
行い、静岡茶ブランドの発信を通じて世界市場での地位確立を図る。

新総合計画で「関係人口創出」と「二地域居住推進」を
掲げた背景には、人口減少下で地域の持続性を確保する危機
感がある。国も制度整備を進める中、二地域居住には経済循
環の可能性と同時に、費用負担や行政サービスの線引き、空き
家やインフラ維持など多様な課題が存在する。県の政策目的、
期待効果、優先課題の認識を問う。

二地域居住は人口減少下で都市と地方の人材循環を促し、地
域活力維持を目的とする。総合計画では市町支援や広域モデルの検証
を進め、県民の新しい暮らし方によるウェルビーイング向上を目指す。
課題として交通費・住居費負担や住民理解不足、コミュニティ形成が挙
がり、県は意見交換会や負担軽減の実証、国への提言を通じて推進し
ていく方針を示した。

本県はSPACを中心に舞台芸術を推進してきたが、活動
が県民全体に届いているか、公的支援や財政負担の妥当性など
検証が必要とされている。設立30年を迎えたSPACの位置づけ
を含め、文化政策の方向性を再整理し、創造支援と日常的な文
化環境整備の両立に向け、民間連携や若年層支援など多様な選
択肢を検討すべきとの観点から、県の評価と今後の方針を問う。

SPACは30年にわたり独自の創造活動で国際的評価を高め、
県民への鑑賞機会提供や人材育成にも貢献してきた。一方で認知度は
約3割にとどまり、若年層や働く世代との接点拡大が課題である。今後
は演劇の力を他分野にも活用し、企業連携や民間資金の確保を進めつ
つ、文化体験機会の充実を図り、県民の幸福につながる文化政策を推
進する方針が示された。

県は県土強靱化を最重要課題
と位置づけ、災害対応力強化のため土
木技術職員を増員するなど確保・育成を進めてきた。一方で人口減少を
踏まえた職員数の適正化も必要としつつ、「未来への投資」として必要
な技術職員は確保する方針である。さらに、ドローン・AI活用や官民連
携により業務効率化を図り、生産性向上と適正配置を両立させながら
県土強靱化を推進する考えを示した。

激甚化する災害や老朽化インフラへの対応には、道
路・河川・砂防等を担う技術職員を例外的重点領域として確
保・育成する必要がある。しかし現場では人員不足が深刻化
し、災害対応力の低下も懸念される。知事の「安全安心は未来
への投資」と定員削減方針をどう整合させ、技術職員体制の適
正化を進めるのか県の見解を問う。

答弁

◀

質問

◀

基準地震動改ざんと記録欠如で安全対策の前提が
崩れた以上、知事の認識は甘い。また、規制委の不備や他原発
への波及も踏まえ、県として調査要求をするべき。再稼働の前
提が失われた今、早期に廃炉方針を示すべきとの見解を伺う。

中電の不正は安全対策を求めてきた中で起きた極めて重大な
事案であり、知事は社長に原因究明と県民への説明を強く要請した。
国の審査体制にも課題があるとして規制庁に再発防止策を求め、他原
発でも再発を防ぐ必要があるとした。廃炉判断は中電によるとしつつ、
規制委の調査と対応を注視する。

答弁

◀

再質問

◀

01

02 リニア中央新幹線
静岡工区における県の対応

浜岡原発における
基準地震動データの不正問題

●浜岡原発：2011～2026 主な動き
①2011年  5 月 国からの要請を受けて浜岡原発の全号機停止（東日本大震災後）
②2011年  7 月  30項目の津波対策を発表
③2014年  2 月 浜岡4号機の新規制基準への適合性審査を申請
④2015年  6 月 浜岡3号機の新規制基準への適合性審査を申請
⑤2023年  9 月 3，4号機適正審査において基準地震動が了承
⑥2024年 10月 3，4号機において基準津波が了承
⑦2025年 12月 浜岡原発の安全対策工事での未清算問題発覚
⑧2026年  1 月 基準地震動データの改ざん・不正を公表

答弁

◀

質問

◀

答弁

◀

再質問

◀

03 有機茶栽培の拡大支援について

04 県土強靱化に向けた
技術職員の適正化について

05 文化振興の在り方について
答弁

◀

質問

◀

06 二地域居住政策の実効性について
答弁

◀

質問

◀

答弁

◀

質問

◀

答弁

◀

質問

◀

静岡県議会本会議における質問令和8年2月

●二地域居住とは
都市と地方の二つの地域に生活拠点を持ち、季節や仕事、家族の事情に応じて行き来しながら暮らす柔軟なライフスタイルです。
移住・定住のように生活基盤を一方に固定するのではなく、都市の利便性と地方の自然環境やコミュニティの魅力を組み合わせ、
自分らしい働き方や生き方を実現できる点が特徴です。テレワークの普及や価値観の多様化を背景に、地域との関わりを広げつ
つ、生活の質やウェルビーイングを高める選択肢として注目が高まっています。


